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研究要旨  

【目的】日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study：JAGES）に基づく地

域診断データの活用により、市町村の介護予防や高齢者保健担当の職員における施策立案能力や市

町村内の他部署および住民組織等との連携状況の現状を明らかにすること。 

【方法】調査対象の32市町村に勤務しているJAGES調査の担当職員（保健師や事務職員など）105

名に調査票を送付し、102名から回答を得た(回収率97.1%)。調査内容は基本属性に加え、JAGES調

査による地域診断データの活用の度合い、施策立案能力、部署内・行政内の他部署・民間組織や住

民組織との主観的な連携状況や仕事上の協力関係、また各部署や組織の担当者と知り合いであるか

どうかや、実際にやり取りを行っている頻度について評価した。 

【結果】介護予防担当の市町村職員は、自分の部署内や、医療・福祉に関する他部署や行政外組織、

地域の役員とはやり取りの頻度が高く、協力して業務を行っている傾向にあったが、それ以外の部

署や外部組織とはやり取りの頻度が低く、協働の段階に至っていない場合が多かった。担当者と知

り合いの組織の数は、主観的な連携状況と必ずしも相関を示さなかったが、施策化能力との関連が

みられ、市町村での経験年数や職位の上昇に伴って様々な組織や役割を持つ者とやり取りの機会が

増え、施策化能力が養われる可能性が示唆された。 

【結語】健康格差や健康の社会的決定要因への対策として、各市町村で有機的な多部門連携を達成

していくために、連携を促進するような取り組みを行いながら、部署間の連携状況ならびにその市

町村の健康状態との関連について、継続的な評価を進めていく必要がある。 

A. 研究目的 

 近年、健康に関連する生物学的な要因だけでな

く、心理・社会的な決定要因に注目し、地域社会

のシステムをデザインする（地域づくりをする）

ことで、介護予防・高齢者保健を進めることの重

要性が指摘されている1)。このような地域づくり

型の施策には、保健関係者が、高齢者保健に関す

るデータに基づく地域分析結果、すなわち地域の

疾病や社会的なリスク要因の分布や社会階層間格

差に関するデータを用いて、他の部署（例えば都

市計画課や雇用促進を担当する課など）や住民組

織、企業等と幅広く連携することが求められる。



しかし、このような幅広い連携による地域づくり

型の施策の立案や運営の経験は乏しく、そのため

の実証エビデンスも少ない。 

そこで、本研究の目的は、日本老年学的評価研

究（Japan Gerontological Evaluation Study：J

AGES）に基づく地域診断データを活用すること

で、その市町村の高齢者の健康状態や健康行動に

どのような影響を与えうるか、またそれらのアウ

トカムに至る前段階のプロセスレベルとして、介

護予防や高齢者保健の担当者において、その施策

立案能力や市町村内の他の部署および民間組織や

住民組織との連携が強化されるかについて、質問

紙調査によって前向きに明らかにすることである。

2014年度は、まず多部門連携や市町村職員の施策

化能力についての現状把握を主な目的として、調

査を行った。 

 

B. 研究方法 

対象 

対象者は、最新のJAGES調査パネルである2013

年調査に参加した30市町村と2010年調査に参加

した沖縄の2市町村の計32市町村に勤務している

JAGES調査の担当職員（保健師や事務職員など）

である。研究協力の協定締結の過程で選定されて

いる、各研究協力市町村におけるJAGES担当職員

のリストが存在する。これを用いて、各市町村の

担当者へ本研究の主旨を説明し、各職場において

介護予防事業を担当しておりJAGES調査に一定

のかかわりを持つ職員に対して本調査への参加を

呼びかけてもらい、賛同が得られた職員を調査対

象者とした。市町村により対象者数は異なり、1

名から9名までの幅がある。2014年度は合計105

名が対象となり、102名から返答を得た(回収率97.

1%)。調査の主旨や留意事項の説明文とともに調

査票を送付し、それへの回答をもって研究参加に

承諾したものとした。希望者には全体の結果の平

均と自身の回答を比較した「個人結果報告書」（図

1）を、結果集計後に送付した。 

 

調査期間 

調査は2014年度から年に1回、計3回行う予定と

している。2014年度は9月にベースラインの質問

紙調査を行った。 

 

調査票内容 

市町村職員の基本属性や勤続年数に加え、JAG

ES調査による地域診断データの活用の度合い、自

分の部署内・市町村内の他の部署・行政外の民間

組織や住民組織・専門職などの特定の役割を担っ

ている者との、主観的な連携状況やその満足度、

仕事上の協力関係について5段階で尋ねた。さらに

行政内の他の課、行政外の組織、特定の役割を担

う人について、あらゆる課や組織を提示し、それ

ぞれについてどのくらいの期間知り合いであり、

自分が所属している部署やその部署や組織の担当

者と知り合いでない場合を除いて、どのくらいの

頻度で仕事内外や仕事上でやりとりをするかを尋

ねた。 

また本研究の対象には様々な職種が存在するが、

便宜的に信頼性・妥当性の確認されている行政保

健師の施策化能力評価尺度2)を用い、施策立案能力

を測定した。この尺度は2つの因子から構成されて

おり、第一因子は、「コミュニティパートナーシ

ップ」、第二因子は「地域診断サイクル」となっ

ている。 

他に、精神的健康度の測定として、信頼性・妥

当性の確認されているうつ病・不安障害のスクリ

ーニング調査票（K6）の質問項目3)4)を用いた。ま

た職域でのソーシャル・キャピタル（人々の協調

行動を活発にすることによって社会の効率性を高

めることのできる、信頼、規範、参加のネットワ

ークといった社会的仕組みの特徴5）)についても、

フィンランドで開発され6）、日本語化が進んでい

る7）10)尺度を用いて調査した。 

  



分析方法 

本年度は、各職員個人の連携状況や施策立案能

力について、属性ごとに検討した。 

なお調査データには個人識別番号を付加し、縦

断的にリンケージできる状態で保管しており、本

研究では、JAGES調査による地域診断データの活

用により、市町村職員の施策立案能力や他の部署

の職員や住民組織との連携状況がどのように変化

するかについて、縦断的に分析・評価する。2016

年には、対象市町村の高齢者を対象とした追跡調

査が実施され、データは2013年までのデータと個

人単位でリンケージされる予定である。本研究で

はさらに、この追跡調査データを二次利用して、

市町村職員の能力や連携状況の変化により、住民

の健康行動や健康状態が改善するか否かを評価す

る予定である。 

 
（倫理面の配慮） 
本研究は東京大学医学部倫理審査委員会の承認を

得た（番号10555）。 

 

C. 研究結果 

個人属性  

回答者の性別は男性35名、女性65名、無回答1

名、年齢は平均42.8歳で、最年少は22歳、最年長

は63歳であった。職種は事務職が42名、医療福祉

専門職が59名、そのうち保健師が53名、社会福祉

士が4名、看護師が3名、精神保健福祉士・主任ケ

アマネージャーが各1名(重複あり)であった。保健

師の業務は、業務担当制が12名、地区担当・業務

担当併用制が39名、無回答が3名であった。部署

の規模は平均11.4人で、最少が2人、最多が51人で

あった。勤続年数は平均4.17年、最短が5か月、最

長が27年6か月であった。 

 

精神的健康度 

精神的健康度の把握目的に測定したK6の得点

は、5点以上(心理ストレス相当)の者が48%(49人)

おり、うち10点以上12点未満(気分・不安障害相当)

が6%(6人)、13点以上(重症障害)が6%(6人)であっ

た。日本の一般住民において、K6が13点以上に該

当するのは3.0%8）とされており、一般住民に比べ

て市町村職員の精神的健康度は悪い傾向にあった。 

 

JAGES研究者との連携(表2-1) 

JAGES研究者との意思疎通についての回答は、

「とても良い」が8名(8%)、「まあ良い」が42名(4

1%)、「どちらとも言えない」が38名(37%)、「あ

まり良くない」が9名(9%)、「全く良くない」が3

人(2%)、無回答が2名(2%)であった。連携状況の

満足度についての回答は、「とても満足」が10名(1

0%)、「やや満足」が35名(34%)、「どちらとも言

えない」が54名(53%)、「やや不満」が2名(2%)、

無回答が1名(1%)であった。2014年度にJAGESプ

ロジェクトが計4回開催した保険者向けの結果説

明会に参加したか否かで分けると、参加したと回

答した58名は、参加しなかったと回答した40名に

比べて、連携状況が良い、満足していると答える

傾向があった。職種やJAGES調査への参加年度で

は差は見られなかった。 

 

JAGESの地域診断書について 

 JAGESプロジェクトでは、パネル調査の結果を、

一市町村と他市町村との比較や、市町村内でのリ

スクが集積している地区の提示という形で「見え

る化」した地域診断データを「地域診断書」とし

てweb上で公開している。これをどの程度有用と

思うかについては、「とても有用」が14名(14%)、

「まあ有用」が55名(54%)、「どちらとも言えな

い」が14人(14%)、「あまり有用でない」「有用

でない」は0名、そもそも「地域診断書を見たこと

がない」が18人(17%)、無回答1名(1%)であった。

地域診断書を見たことがない者を除き、地域診断

書が介護予防事業計画の策定や実施にどの程度活

用できているか尋ねたところ、「大いに活かせて

いる」が7名(8%)、「まあ活かせている」が35名(4

5%)、「どちらとも言えない」が28名(33%)、「あ

まり活かせていない」が9名(10%)、「全く活かせ

ていない」が3名(3%)、無回答が4名(5%)であった。



地域診断書を活かせない理由については、「忙し

い」が15名、「具体的な対策が思いつかない」が

14名、「見方がわからない」が5名、「他部署の

協力が得られない」が4名、「予算が確保できない」

「自分たちですでに対策済み」が各2名であった。

自由記載の中には、「印刷・加工しづらい」「他

部署と共有するのが難しい」「課題が大きすぎて、

対応が難しい」「目立った特徴を拾いきれなかっ

た」「項目の妥当性が不明」「時期の問題」など

の意見が挙げられた。 

 

主観的な連携状況(表2-2) 

行政内の他の課、行政外の組織、住民や住民組織

について、連携が取れていると思うか、満足して

いるかどうかについては、行政内で「連携が取れ

ている」と考えている者は56％と他よりも多い一

方で、「満足していない」と感じている者も36%

と他に比べてやや多かった。部署の規模で分けて

みた場合（図4）、部署の規模が大きいほど、行政

外の組織と住民や住民組織との連携が取れている

と感じている人がやや多かった。しかし、可住地

人口密度が高い市町村の職員（図5）は、特に住民

や住民組織との連携が取れていないと感じる傾向

が強かった(可住地人口密度が4000以上の市町村

では2.70点、1000以上4000未満の市町村では3.16

点、1000未満の市町村では3.39点)。連携状況の満

足度については、同様の傾向は見られなかった。 

 

仕事上の協力関係(表2-3) 

所属する部署内、行政内の他の課、行政外の組織、

住民や住民組織と、それぞれどの程度協力して活

動しているかについては、所属する部署内では、

「課題へ協働して取り組んでいる」段階まで到達

している者が25%と他よりも多かった。その段階

まで到達しているのは、行政内の他の課では14%、

行政外の組織では13%、住民や住民組織では9%に

留まった。また住民や住民組織とは、そもそも「一

緒に活動することはない」との回答が29%に達し

た（所属する部署内では2%、行政内の他の課では

20％、行政外の組織では12%）。現在勤務してい

る市町村への居住の有無で分けてみた場合（図6）、

居住していない者の方が、居住している者に比べ

て、どの部門とも協力できていると感じている人

が多い傾向にあった。但しこれまでの居住年数で

分けてみた場合は、関連ははっきりしなかった（図

7）。他、精神的健康の度合いとして測定したK6

の得点が13点以上の場合は、所属する部署内や行

政内で協力状況が低い段階にあったが、住民や住

民組織とはむしろ他の群よりも協力関係が進んで

いる段階にあった（図8）。 

 

「やりとり」の頻度と連携の必要性(表2-4, 5) 

行政内の他の課については、16種類の部署につ

いて尋ねたところ、平均して12.1種類の部署と知

り合いであるという結果であった。可住地人口密

度が高い市町村に勤務している者ほど、行政内に

は知り合いは少ない傾向があった（図9）。各部署

については、高齢者福祉の部署とは、全員が月1

回以上仕事内外でやりとりしており、仕事上では9

2%(59人)が月1回以上、8%(2人)が年数回の頻度で

やりとりをしていた。また障がい者福祉・生活保

護などの部署とも、知り合いでないのは6%(5人)

と少なく、月一回以上やりとりをするのが仕事内

外で70%(60人)、仕事上で66%(57人)と多かった。

一方で、就労の部署とは知り合いが42%と少なく、

そのうち月1回以上やりとりがあるのは仕事内外

で9%(7人)、仕事上で5%(4人)、年数回のやりとり

があるのは仕事内外で22%(17人)、仕事上で24%(1

8人)、知り合いであっても仕事内外でやりとりが

ないのが11%(8人)、仕事上ではやりとりがないの

が13%(10人)とやりとりの頻度が少なかった。他、

産業に関する部署とも知り合いが59%と少なく、

観光や環境の部署と仕事上で月1回以上やりとり

をするのがそれぞれ4%・6%と少なかった。連携

の必要性については、特にやりとりの頻度が少な

い部署において、後述の行政外の組織や特定の役

割を担う人や組織に比べ、「必要性を感じていな

い」と答える者の割合が大きかった。 



行政外の組織については、25種類の組織につい

て尋ねたところ、平均して11.4種類（医療・福祉

に関する9種類の組織では6.4種類、それ以外の16

種類の組織では5.5種類）の組織の担当者と知り合

いであった。職位が高いほど医療・福祉に関する

組織の担当者と知り合いであると回答する傾向に

あり（図10）、勤続年数が長いほど、医療・福祉

に関する組織もそれ以外の組織でも、担当者と知

り合いであると答える者が多い傾向にあった（図1

1）。各組織については、社会福祉協議会、居宅介

護支援事業所とはそれぞれ知り合いがいる人の割

合が97％、84%と多く、そのうち仕事内外でやり

とりする頻度が月1回以上である者が前者71%・後

者54%、年数回が前者25%・後者24%と頻繁にや

りとりをしていた。住民組織では、老人クラブに

知り合いがいる者が74%、自治会に知り合いがい

る者が73%と多かったが、いずれも半数以上は年

数回程度のやりとりであった。反対に、青年団は

地域にあった場合でも、知り合いでない人の割合

が94%に達した。患者会は地域にない場合も多か

ったが、あっても78%は知り合いでないと回答し

ており、やりとりの頻度は低かった。また薬局・

郵便局・商店・スポーツや趣味の組織などと仕事

でやりとりをする頻度は、それぞれ月1回以上が5.

8%、1.1%、1.2%、2.4%、3.7%であり、年数回が

22%、22%、15%、21%、15%と低い水準にとど

まった。また「やりとり」を頻繁にしている部署

ほど連携の必要性を感じている割合が高い傾向に

あった。 

特定の役割を担う人や組織については、12種類

の人や組織について尋ねたところ、平均して6.1種

類（首長や議会議員とは1.5種類、専門的な職業に

ついている者とは2.8種類、地域の役員についてい

る者とは1.9種類）と知り合いであった。特に職位

が高く(図12)、勤続年数が長くなるほど(図13)、首

長や議会議員、専門的な職業についている者と知

り合いである場合が多い傾向にあった。また勤続

年数が長いほど、地域の役員についている者に知

り合いがいると答える傾向にあった。反対に可住

地人口密度が高いほど、首長や議会議員とは知り

合いでないと回答する者が多かった(図15)。民生

委員とは、仕事上で月1回以上やりとりをする者が

33%、年数回が43.2%と比較的頻繁にやりとりが

あることがわかった。愛育委員は、回答者のうち1

/4が地域にないと回答しているが、地域にある場

合でも、77%が知り合いでないと回答していた。

また弁護士や司法書士とも、75%が知り合いでな

いと回答していた。連携の必要性については、民

生委員とは連携の必要性を強く感じている人が多

かった。他方で、議会議員や首長とは知り合いで

ある割合が高いものの、連携の必要性は「どちら

とも言えない」と回答する者がそれぞれ23%・14%

と他よりも多かった。 

 

職場のソーシャル・キャピタル(表2-6) 

8個の質問項目いずれについてもフィンランド

の先行研究6)や日本の先行研究7)と比較して、平均

点が高かった。K6の点数段階ごとにみた場合、K

6の点数が高いほど、職場のソーシャル・キャピタ

ルの得点が低い傾向にあった(図16)。 

 

施策化能力評価尺度(表2-6) 

第一因子の「コミュニティパートナーシップ」

と比較して、第二因子の「地域診断サイクル」は

数値が低かった(平均点はコミュニティパートナ

ーシップが10.5点、地域診断サイクルが8.6点、尺

度の総得点の平均は18.8点)。各設問では「疫学を

活用して健康課題を分析する」に関して「できな

い」「ややできない」と答える人の割合がそれぞ

れ43.9%、37.8%と多かった。職位が高く(図17)、

勤続年数が長い(図18)ほど、いずれも得点は高い

傾向にあったが、反対に教育歴(図19)や居住歴(図

20)は長いほど得点が低い傾向にあった（前者は第

一因子のコミュニティパートナーシップについ

て）。また可住地人口密度(図21)の高い地域の職

員ほど、地域診断サイクルの得点が高い傾向にあ

った。JAGES研究者との意思疎通の状況とは、い

ずれも関連はみられなかった。施策化能力評価尺



度の得点を4段階に分けてみると、得点段階が高い

方が、より多くの行政外の組織や特定の役割を担

う人や組織について知り合いであると答える傾向

にあった(図22)。 

 

D. 考察 

 本研究では市町村職員の、様々なレベルの集団

に対する、主観的ならびに客観的な連携状況や施

策化能力について現状把握を行った。 本研究の

結果について、まず組織のレベルや種類ごとの連

携状況について考察する。 

自分の部署内については、部署の規模や人口密

度によらず協力関係は一定段階に到達しており、

職場のソーシャル・キャピタルも高く、ある程度

団結していることが伺える。しかし精神的健康度

の低い者に関しては、自分の部署内や行政内の協

力関係が進んでいない傾向にあり、職場のソーシ

ャル・キャピタルの点数が低い傾向にあったこと

から、行政職員においては、外部との連携よりも、

部署内や行政内の連携や協力状況が、精神的健康

度と関連が強いことが示唆された。 

行政内の他部署については、介護予防と関連が

深いと考えられる福祉関係の部署とは知り合いが

多く、頻繁にやり取りをしており、連携の必要性

を感じている度合が高い。主観的な連携状況では

「連携がとれている」と回答する者の割合が大き

いのは、良くやり取りをしている他部署があるた

めである可能性がある。しかし、部署によっては

担当者に知り合いがおらず、やりとりの頻度が少

ないものが散見される。連携状況への満足度が、

連携状況のわりに低いことは、行政内にそれらの

まだやり取りが少ない部署があることと関連があ

るかもしれない。 

行政外の組織については、特に医療・福祉に関

する組織とは担当者と知り合いである場合が多く、

頻繁にやり取りをしており、連携の必要性を感じ

ている度合も高かった。中でも職位の高い者や勤

続年数が長い者で、担当者と知り合いであると答

える者が多かった理由としては、行政内の組織や

特定の役割を担う人などに比べると、担当者の異

動が少なく、やり取りの頻度が多いところほど引

き継ぎが適切に行われている可能性などが挙げら

れる。一方で、医療・福祉以外の組織については、

老人クラブや自治会については一定のアプローチ

ができていることが推測される。しかし他の民間

の組織や住民組織とは担当者にそもそも知り合い

がいない場合も多く、仕事上の協力関係も低い水

準に留まっており、民間組織や住民組織と協働し

た取り組みを行っている市町村はまだ限られると

考えられる。 

特定の役割を担う人や組織についても、職位が

高く、勤続年数が長くなるほど、市町村内で力の

ある人や社会的地位のある職業、地域の役員を担

う住民などと接する機会が増え、知り合いとなる

場合が多くなると考えられる。職業や役の種類に

よっては知り合いでない場合が多いものもあるが、

介護予防事業の中で、例えば弁護士や司法書士で

あれば成年後見制度の利用・啓発の際に、母子保

健推進委員であれば世代間交流の推進などの際に

関わりを持つ可能性があり、これらの職業や役と

の知り合いの状況ややり取りの頻度についても、

今後経年的な変化を検証したい。 

また可住地人口密度が低い市町村に勤めている

職員ほど、行政内・行政外の医療や福祉に関する

組織・首長や議会議員と知り合いである場合が多

いが、これは市町村の規模を考慮すると理解しや

すい結果である。しかし、主観的な連携状況やそ

の満足度、また仕事上の協力状況については、ほ

ぼ関連は見られなかった。この理由としては、顔

見知りであっても業務上の連携や協働という段階

には至っていない可能性が挙げられる。 

予想に反して、勤務している市町村に居住して

いる場合や居住年数が長いほど、特に行政外の組

織と主観的な連携状況が悪く、仕事上の協力関係

が進んでおらず、行政内外・住民組織とも知り合

いの数も少ない傾向にあった(図6・7・14)。これ

は、勤務している市町村に居住していない者は、

その市町村のことを良く把握しようとする過程で



知り合いが増え、連携を取っていけるようになる

のに対して、勤務している市町村に居住している

方は、仕事の忙しさや、立場上プライバシーにつ

いての話が住民の間で広がることを気にするなど

の理由からあまり地域の活動に参加せず、様々な

立場の知り合いが増えず、連携や仕事上の協力が

進まないからである、といった説明が考えられる。

これについては来年度以降の調査で要因を詳しく

探ることも検討したい。 

次に、施策化能力について考察する。本研究で

は、職位が高く勤続年数が長いほど施策化能力評

価尺度の得点が高いという結果であったが、元の

尺度開発の論文でもそのような得点分布となって

おり2)、今回保健師以外の職種にも適用しているが、

結果は一致していた。 

可住地人口密度が低いほど「地域診断サイクル」

の得点が高くなっていたが、これは市町村規模が

小さいほど地域の状況を把握しやすいためと考え

られる(保健師の業務体制とは関連がなかった)。

また居住経験が短いほど施策化能力評価尺度の得

点が高かったが、前述のような理由で、勤務して

いる市町村に居住していない者の方が、活動の過

程で知り合いが増え、結果的に施策化能力が向上

した可能性が考えられる。 

さらに、施策化能力評価尺度全体の得点が高い

人ほど行政外の組織や特定の役割を担う人や組織

の担当者と知り合いが多かった。これは、長く勤

めて経験を積み、職位が高くなるにつれて、様々

な組織や役割の担当者と知り合いになり、やりと

りをしていくことで、自身の実感としては良い連

携状況ではないにしても、実際の施策化能力は向

上している、という説明が考えられる。 

 本研究の限界としては、以下のような点が挙げ

られる。 

まず今回の調査対象者は介護予防担当部署の全

ての職員とはなっておらず、特にJAGESプロジェ

クトに関わっている人を対象にしているため、選

択バイアスが生じている可能性が考えられる。し

かしJAGESプロジェクトが継続的に関わってい

くことによって最も施策化能力や行政内外の連携

状況に変化の起きやすい集団であり、今後の効果

測定に適していると考えられたため、今回の方法

で対象者の選択を行った。対象者の人数が少ない

ため結果の精度は高くないが、結果には一定の傾

向がみてとれ、これまで他部門との連携状況や施

策化能力に関するエビデンスが限られていること

を考慮すると、本研究の結果は貴重な知見である

と考えられる。 

 また今回施策化能力の評価に用いた尺度はあく

まで自己評価であり、実際にどの程度部署の施策

形成に個人の知識や能力が寄与しているかについ

ては明らかではない。これについては、今後客観

的な評価方法も検討したい。 

なお今回の調査においては、特に知り合いやや

りとりの頻度を聞く部分で質問項目が多く、欠損

値が多くなっている。次年度以降の調査では質問

の仕方や調査方法を再度検討し、有効な回答をな

るべく多く得られるような工夫が必要であろう。

その上で、今年度の結果と比較し、経年的なやり

とりの頻度の変化やそれに伴い連携状況やその満

足度・協力状況などに変化がみられるかどうか、

またどのような属性の人で変化が起きやすいのか

について、さらに検討していく必要がある。 

 

E. 結論 

介護予防の部署に勤める市町村職員は、自分の

部署内や、業務に特に関連する他部署や行政外の

組織、地域の役員などとは一定のやりとりがあり、

連携をとり協力して業務にあたっている傾向があ

ることが明らかになった。その一方で、医療・保

健・福祉以外の部署や民間組織、住民組織とは知

り合いややり取りの頻度が少なく、協働の段階に

は至っていない場合も少なくなかった。 

健康格差や健康の社会的決定要因への対策とし

て「全ての政策において健康を考慮する(Health in

 All Policies)」アプローチ9)を各市町村がとってい

くために、各市町村がそれぞれに適した方法で有

機的な多部門連携を達成できるよう、今後も継続



して連携状況そのものや、健康指標との関連等に

ついての評価を行っていく必要がある。 

 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

2. 学会発表 

 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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